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Ⅰ はじめに 

 

 １ 点検・評価の趣旨 

   平成 19 年６月に、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正さ

れ（平成 20 年４月１日施行）教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理

及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、

議会に提出するとともに、公表をすることとされました。 

   本市教育委員会では、同法の規定に基づき、教育委員会が行った点検評価の結果

をまとめ、報告書を作成しました。 

   

※ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 点検・評価の対象 

   点検・評価は、平成 27 年度に実施した教育委員会の重点取組及び「平成 27 年度

教育行政執行方針」の施策の中から 20 事業を選定しました。 

   また、教育委員会会議の開催状況や教育委員の活動状況など、教育委員会の活動

そのものについても評価を実施しました。 

 

 ３ 点検・評価の方法 

 （１）点検・評価の視点 

    教育委員会会議の開催や教育委員の活動など、教育委員会の活動状況について

明らかにし、課題等と今後の取り組みの方向を示しています。 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定に

より教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項

の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び

執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識

経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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 （２）学識経験者の知見の活用 

    教育委員会の活動状況や教育に関する施策・事業の執行状況の点検・評価の客

観性を確保し、今後の取り組みへの活用を図るため、教育に関して学識経験を有

する方から点検及び評価に対する意見や助言をいただきました。 

本報告書に付して報告します。 

 

氏   名 所 属 等 

安 藤  友 晴 稚内北星学園大学 情報メディア学部学部長 

鎌 田  正 之 稚内市校長会 会長 

 

 

 ４ 点検・評価結果の公表 

   本報告書を議会へ提出するとともに、教育委員会のホームページなどへ掲載いた

します。 
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Ⅱ 教育委員会の活動状況について 

 

 １ 教育委員の選任状況 

   教育委員は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、教育、学

術、文化などに関して識見を有する人の中から、市長が議会の同意を得て任命して

おります。 

   稚内市教育委員会は、次の５名の委員で構成し、様々な面からの意見を教育行政

に反映されるような構成に努めております。 

【稚内市教育委員会委員一覧】           （平成 28年３月 31日現在） 

職 名 氏  名 委員就任年月日 備 考 

委 員 長 井 上 幹 雄 平成 14年 ６月 21日～ ４期目 

職務代理者 大 山   隆 平成 18年 ４月 １日～ ３期目 

委 員 今 田 雄 一 平成 20年 ３月 ３日～ ３期目 

委 員 森   容 子 平成 26年 ６月 17日～ １期目 

教 育 長 表   純 一 平成 24年 11月 １日～ １期目 

  ※委員の任期は４年間、委員長及び委員長職務代理者の任期は１年間（再任可） 

 

２ 教育委員会の会議開催状況、学校視察及びその他の活動 

   教育委員会の会議は、５人の教育委員が学校をはじめ社会教育・文化・スポーツ

などに関する事務の管理及び執行の基本的な方針、教育委員会規則の制定など、教

育に関する様々な議題について審議しております。 

 

 （１）教育委員会会議 

    教育委員会の会議には定例会と臨時会があり、定例会は原則として月に１度、

臨時会は必要に応じて開かれます。 

    平成 27年度は、計 13回開催し、事務局から付議案件の提案理由やその内容に

ついての説明が行われた後、教育委員の質疑、審議をされております。  
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開  催 案  件 

平成 27年 

第４回教育委員会会議 

平成 27年４月 28日 

【議案】 

◎第 27期稚内市スポーツ推進委員の委嘱について 

【報告】 

○少人数学級の編成について 

○稚内市学校教育推進計画の４年次評価について 

○子ども・子育て支援法及び子ども・子育て支援法及び就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の

一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例について 

○稚内市子ども・子育て審議会条例について 

○稚内市特定教育施設の利用者負担に関する規則について 

 

平成 27年 

第５回教育委員会会議 

平成 27年５月 29日 

【議案】 

◎稚内市教育委員会管理職人事について 

◎平成 27年度 稚内市教育行政執行方針（案）について 

◎第 28期 稚内市社会教育委員の委嘱について 

【報告】 

○平成 27年度 一般会計教育費６月補正予算について 

○稚内市給食費助成金交付要綱の一部改正について 

○稚内市単独調理校給食費助成金交付要綱の一部改正について 

○稚内市私立幼稚園給食費助成金交付要綱の制定について 

 

平成 27年 

第６回教育委員会会議 

平成 27年６月 29日 

【議案】 

◎稚内市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則につい

て  

◎稚内市教育委員会事務決裁規程の一部を改正する訓令について 

◎稚内市生涯学習推進庁内会議規程の一部を改正する訓令につい

て  

◎第 19期稚内市スポーツ推進審議会委員の委嘱について 

【報告】 

○平成 27年 6月稚内市議会定例会教育委員会に係る事項について 

○平成 26年度教育委員会所管施設利用実績について 

○稚内市学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

 

平成 27年 

第７回教育委員会会議 

平成 27年７月 29日 

【報告】 

○平成 27年度 夢広がる学校づくり推進事業について 

 

 

平成 27年 

第８回教育委員会会議 

平成 27年８月 21日 

【議案】 

◎平成 27年度稚内市部門別功績表彰候補者の推薦について 

◎平成 27年度稚内市奨励賞候補者の推薦について 

◎平成 28 年度使用小学校用及び中学校用教科用図書並びに、学校

教育法附則第９条の規定に基づく教科用図書の採択について 

【報告】 

○平成 27年度一般会計教育費９月補正予算について 

 

平成 27年 

第９回教育委員会会議 

平成 27年９月 15日 

【議案】 

◎平成 27年度全国学力・学習状況調査の結果公表について 
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開  催 案  件 

平成 27年 

第 10回教育委員会会議 

平成 27年 10月 26日 

【報告】 

○平成 27年 9月稚内市議会定例会教育委員会に係る事項について 

○気象災害による教育関連施設等の被害状況について 

 

平成 27年 

第 11回教育委員会会議 

平成 27年 11月 25日 

【議案】 

◎平成 26 年度稚内市教育委員会活動状況に関する点検・評価報告

書（案）について 

【報告】 

○平成 27年度一般会計教育費 12月補正予算について 

○稚内市立児童館条例の一部を改正する条例について 

 

平成 27年 

第 12回教育委員会会議 

平成 27年 12月 16日 

【議案】 

◎平成 28年度稚内市一般会計教育委員会所管当初予算要求（歳出）

案について 

【報告】 

○平成 27年度一般会計教育費 12月補正予算について 

○稚内市立児童館条例の一部を改正する条例について 

○平成 27年度 12月稚内市議会定例会教育委員会に係る事項につい

て 

 

平成 28年 

第１回教育委員会会議 

平成 28年１月 22日 

【議案】 

◎平成 28年度 教育行政執行方針（骨子案）について 

◎稚内市立学校設置条例の一部を改正する条例について 

◎稚内市立小学校及び中学校の通学区域に関する規則の一部を改

正する規則について 

◎稚内市立学校職員の自家用車の公用車使用に関する規則の一部

を改正する規則について 

◎稚内市学校教育推進計画（案）の策定について 

【報告】 

○平成 27年度 青少年交流体験事業「てっぺん風の子交流団 2016」

について 

○旧稚内大谷高等学校跡地活用 複合体育施設における利用人数の

試算について 

○カーリング場整備後の将来展望について 

○第二次稚内市子ども読書活動推進計画（素案）について 

 

平成 28年 

第２回教育委員会会議 

平成 28年２月 12日 

【議案】 

◎平成 28年度 教育行政執行方針（素案）について 

 

平成 28年 

第３回教育委員会会議 

平成 28年２月 23日 

 

 

【議案】 

◎稚内市教育委員会委員長の選任について 

◎稚内市教育委員会委員長職務代理者の指定について 

◎平成 28年度 稚内市教育行政執行方針（案）について 

◎稚内市スポーツ奨励賞表彰候補者の推薦について 

【報告】 

○平成 27 年度稚内市一般会計 3 月補正予算（教育部所管）につい

て  

○平成 28年度稚内市一般会計予算（教育部所管）について 
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開  催 案  件 

平成 28年 

第４回教育委員会会議 

平成 28年３月 23日 

【議案】 

◎稚内市教育委員会管理職人事について 

◎稚内市文化財保護審議会委員の選任について 

◎「学校における食物アレルギー対応の手引き」の策定について 

◎稚内市生涯学習推進アドバイザー設置に関する規則の一部を改

正する規則について 

【報告】 

○平成 28年 3月稚内市議会定例会 教育委員会に係る事項について 

 

 

（２）総合教育会議について 

    総合教育会議は、市長と教育委員会により、教育行政の大綱の策定、教育条件

の整備等重点的に講ずべき施策、児童生徒等の生命・身体の保護等緊急の場合に

講ずべき処置について協議・調整を行っております。 

開  催 案  件 

平成 27年度 

第１回稚内市総合教育

会議 

平成 27年８月 11日 

【協議事項】 

◎稚内市総合教育会議運営要綱（案）について 

◎稚内市教育大綱（案）について 

平成 27年度 

第２回稚内市総合教育

会議 

平成 27年 12月 18日 

【協議事項】 

◎稚内市教育大綱の策定について 

◎新年度の重点施策について 

 

（３）教育委員の学校視察訪問について 

    小学校・中学校を訪問し、授業参観や教職員との懇談を通じ、学校経営や学校

（生徒）の状況を把握し諸問題に関する意見や要望を行政に反映させる活動を行

いました。 

訪問年月日 学 校 名 

平成 27 年９月８日 南小学校 

平成 27年 10月 20日 大岬小学校 

平成 27年 11月 12日 潮見が丘小学校、潮見が丘中学校 

平成 28 年２月５日 港小学校 
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（４）その他の活動について 

    教育委員は会議のほか研修会への参加、他の自治体の教育委員との情報交換や

議論を通じて、職務遂行に必要な知識の習得に努めています。 

    入学式、卒業式、運動会、学芸会などの学校行事をはじめ、校長会など教育関

連機関との懇談や教育関係研究会への出席、各地区の子育て関連会議などへも出

席し教育現場の状況に理解を深めております。 

    平成 27 年度においては、市長と教育予算や教育の課題方向性等について意見

交換を行いながら、市長から独立した執行機関として教育行政を推進しておりま

す。 

 

３ 今後の活動について 

   教育委員会では、委員相互間及び事務局との議論がより活発に行われるよう努め

ております。 

教育委員は、多様な意見を教育行政に反映するため各分野から委員が選任され、

毎月定期的に開催される教育委員会会議では、委員と事務局の認識の共有化を図り、

教育委員会の活性化を推進してまいります。 

   今後も、関係者との情報交換や各学校の行事、所管施設への訪問などを通じ、教

育現場を取り巻くニーズの把握に努めるとともに、事務局に対するリーダーシップ

を発揮し、教育委員会として適切な意思決定、さらなる教育委員会の活性化に努め

てまいります。 

   昨年４月には，地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

が施行され、新たな教育委員会制度がスタートいたしました。 

本市においても、市長と教育委員会が重要施策などについて協議・調整する「総

合教育会議」が設置され、「家庭教育」・「学校教育」・「社会教育」を柱とした「教育

大綱」を策定し、これまで以上に地域社会の未来を見据えた教育行政の推進に努め

てまいります。
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Ⅲ 教育委員会の施策に関する評価 

  

１ 点検・評価結果の構成について 

 （１）「平成 27年度の教育行政執行方針及び教育委員会重点事業」 

    「平成 27 年度の教育行政執行方針及び教育委員会重点事業」から、教育委員

会で実施した重要施策の中から 20事業について評価を行っております。 

   

（２）「事業の目的・内容」 

  事業ごとに「目的」、「平成 27年度の事業内容」を記載しています。 

 

（３）「評価」 

  事業ごとに「実施内容」、「成果等」を総合的にＡ～Ｃの３段階で評価し記載し

ています。 

Ａ 目標以上の取組を 

実施した 
Ｂ 一定程度取り組んだ Ｃ 目標には及ばなかった 

 

（４）「今後の取組」 

  現状の課題を踏まえ、今後の改善策を記載しております。 
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
基礎学力の確実な定着を図るため、下位層の参加を促しながら本事業による放課後学習
を継続する。

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

○対象校４校において、３・４年生に対して放課後に１時間程
度、国語・算数の補習を実施した。
○夏休みグングン塾、冬休みグングン塾をそれぞれ４回開催し
た。
○５年生を対象に春休みグングン塾を開催した。

B

成果等

○対象校４校で310人(60.7%)の児童が参加した。
○アンケート(11月)では「今までわからなかったことがよくわか
るようになった。」と感じている児童が3年生で75.9％、4年生
で56.3%であった。
○標準学力テストでは4年生が前年度より正答率が向上した。

A

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

今後の取組

行動目標

成果目標

○小学校の大規模校4校で3・4年生を対象とし、放課後に学習機会を設ける。
○夏休み、冬休み中にも各4回程度学習機会を設ける。

○引き続き検証を行いながら、標準学力テスト（CRT）で、全国比に近づける。

市内４小学校での実施は、２年目が終わったところであり、基礎学力の定着を図るた
め、また、その検証のためにも事業を継続的に取り組んでいく必要がある。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
５月～３月　放課後学力グングン塾の開催(週4日)

上半期
４月　保護者説明会
７月　夏休みグングン塾の開催

下半期
１月　冬休みグングン塾の開催
３月　アンケートや標準学力テストなどによる検証

事業目的
基礎学力の確実な定着を最大の目標とし、併せて、活用力や判断力、表現力が向上する
ことを目的とし、実施する。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）事業費（決算）
（単位：千円） 18,715千円7,598千円 16,496千円 15,024千円

学力向上対策事業

時代に即した学校教育の推進

施策1-2-2　確かな学力の定着を図ります

放課後学力グングン塾開催事業 学校教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○工事日程と学校行事予定とのすり合わせ等の現場調整を入念に行なう。
○文部科学省の補助事業に採択されることで、確実に財源を確保する必要がある。
○文部科学省が設定した建築単価が補助事業分の実施単価を下回る場合、超過負担が生
じてしまう。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
○定期的に打合せを行い、学校運営に支障をきたさないよう、改築工事を進める。
○財源確保のための補助事業採択を目指し、道教委施設課をはじめ各関係機関への働き
かけを行う。
○建築補助単価と実施単価の差を縮小し、実情に即したものに改善されるよう国に要望
していく。

成果等

○地質調査で地盤の詳細な状況を把握したことで、沈下して傾いたりしな
い、強固で安全な学校の設計を完成させた。
○各教室の内装や収納の構成など、学校教職員の意見を取り入れながら実
施設計に反映させた。また、全体の事業規模を正確に掴むとともに、年度
ごとの事業量を適切に配分した計画作成を行った。
○文部科学省へ補助関係書類を提出するとももに、補助事業ヒアリングを
受け、正確な改築計画と補助申請見込額を伝えた。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標
○平成28年度からの改築工事開始にむけた準備

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

H26年度　基本設計委託料20,520千円
H27年度　地質調査委託料10,098千円、実施設計委託料53,816千円

達成度・効果度

実施内容

○地質調査を実施。
○作成された基本設計書をもとに、詳細な実施設計を作成。
○文部科学省の学校施設環境改善交付金及び公立学校施設整備費国庫負担
金の交付申請にむけた建築計画書類等を提出。

Ｂ

成果目標
○地質調査を実施し、校舎・屋体の構造設計に反映させ、学校の安全性を高める。
○作成された基本設計書をもとに、実施設計書を完成させ、全体の事業規模を正確に掴む。
○改築費用の財源を確保する。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

５月　地質調査開始
６月　平成28年度建築計画を道教委施設課経由で文部科学省へ提出
７月　実施設計開始
９月　地質調査完了
２月　道教委施設課で補助事業ヒアリング
３月　実施設計完了

上半期

下半期

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

6,825千円 20,713千円 64,744千円 395,399千円

事業目的
児童がよりよい環境で教育を受けられるよう教育環境を整備する。

教育関係施設整備の取組

時代に即した学校教育の推進

施策1-2-3　社会の変化に対応した教育環境を整備します

稚内南小学校整備事業 学校教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

カーリング場整備について、地域合意や市民周知を図るため、施設規模等（シート数）
を決定する必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
平成２８年度から実施設計を実施する予定であったが、地域合意や市民周知を図るた
め、カーリング場の規模別における整備費等の比較検討を実施することとし、基本設計
を行い事業を進めていくこととした。

行動目標
○カーリング場整備場所、補助事業メニュー等の検討
○カーリング場整備に係る基本方針等の作成

成果目標
○カーリング場整備場所、補助事業メニュー等の決定　平成27年10月
○カーリング場整備に係る基本方針等の決定　平成28年3月

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

○カーリング場整備に向け、建設場所や補助事業メニューなど詳
細について検討してきた。
○要望にあった室内スポーツ施設の整備を検討した。

A

成果等

○旧大谷高校校舎等を再活用し、カーリング場や以前から要望の
あがっている「武道場」、冬期間でも野球やサッカー等で利用で
きる「屋内多目的運動場」などのスポーツ施設を集約し、一体的
に整備する方針を決定した。
○みどり公園エリアを拡大し、公園事業として社会資本整備交付
金事業で整備を進めることとした。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○カーリング場整備場所、補助事業メニュー等の検討
○カーリング場整備に係る基本方針等の作成

上半期

下半期

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

0円 0円 0円 0円

事業目的

稚内市全体のスポーツ施設の現状と課題を把握し、老朽化が進んでいるスポーツ施設を
計画的に整備していく。

教育関係施設整備の取組

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-3　生涯スポーツを推進します

体育施設整備事業 社会教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

行動目標

○ 稚内市立南児童館整備工事【新設】
○ 稚内市立緑学童保育所整備工事【改築】

成果目標

児童館建設と学童保育所を併設した施設整備を行うことにより、南地区の放課後対策の
機能を十分に生かせる整備を行うとともに、環境に配慮し、すべての人が利用しやすい
ユニバーサルデザイン、バリアフリー設備にも併せた整備を行う。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

上半期

予算計上
国庫補助・道補助金の申請
契約
工事着工

下半期

備品等の整備
条例等の整備
工事完了
国庫補助・道補助金の精算

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

施設面の緊急的な課題については必要に応じて対応しているが、利用者からの要望等に
ついては指定管理者を通じて把握に努める。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

施設利用者や関係者の意見を踏まえ、指定管理者と協議を行ったうえで、今後の改善策
等を検討していく。

成果等

建設事業完了が５月末となり、施設のオープンは６月となってしまった
が、当初の成果目標を十分達成した施設整備が行われた。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

実施設計等予算計上による

達成度・効果度

実施内容

国庫補助・道補助金の協議及び交付申請
６月補正において建設事業費を計上
工事契約（工期：27.８月～28.３月）
工事契約変更（工期：27.８月～28.５）　※自然災害等の影響による
１２月議会において、児童館条例改正
国庫補助・道補助金の繰越手続き（建設費）
備品等の整備

A

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（繰越）

21,868千円 66,042千円 244,210千円

事業目的

稚内市南地区の放課後児童対策の充実や地域ぐるみの子育て支援を行う拠点として、地
区の活動拠点センター、児童館、放課後児童クラブを併設した施設の整備を行う。

教育関係施設整備の取組

子どもたちが健やかに生まれ育つ環境づくり

施策0-2-2　コミュニティ活動を促進します　（2-2-3 総合的な子育て支援体制の整備を促進します）

南地区多機能型コミュニティ施設建設事業
（南児童館建設事業・緑学童保育所建設事業）

こども課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

行動目標
〇科学館・水族館一元化のための工事
○開館50年を目処にした改修整備工事の策定

成果目標

南極展示物を集約する。また、科学展示物の整理と移動を実施する。

●入館者数　　　平成26年度　38,929人　→　平成27年度
39,373人　　前年比　　444人増　　101.14％増
●プラネタリウム入館者数　平成26年度　5,735人　→　平成27年度
6,094人　前年比　359日人増　106.26％増

Ｂ

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

工事請負費の7,182千円減、印刷製本費の1,205千円減

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
展示品の移動、整理を行う。（環境展示・科学展示・南極展示）

上半期
駐車場と南極越冬資料館の仕切りフェンスを設置
両館館内放送一本化整備

下半期
旅行会社へのＰＲ実施（11月）

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

本館の南極展示コーナー及び別館の南極越冬隊資料展示コーナーの集約の検討が急務と
なっている。ツアー他、団体入館者誘致等、更なる入館者増に向けた取組が必要となっ
ている。施設及び付属設備等の老朽化対策及びLEDへの転換の必要に迫られている。科
学館・水族館の一体となった入館者の連絡通路の確保。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
別館・南極越冬隊資料展示コーナーを移設し同館と繋げる整備を行い展示の集約を図
る。　　旅行会社との提携及びPRの実施。

達成度・効果度

実施内容

●駐車場と南極越冬資料館仕切フェンス整備（4月完了）
●展示品の移動、整理（開館時完了）
●両館の館内放送一本化整備（7月完了）

Ａ

成果等

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

15,792千円 17,216千円 8,963千円 21,678千円

事業目的

青少年が、科学現象の不可思議への好奇心を発端として、科学に対する関心と探究心を
育てていく機会と場を提供することを目的として本事業を行う。

教育関係施設のリニューアル

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

青少年科学館管理運営事業 科学振興課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

行動目標
○科学館・水族館の一元化のための工事
○科学館・水族館展示物改修工事等

成果目標

○窓口の一元化による入口看板の更新
○飼育設備の更新（冷・温水ヘッダー及び逆洗ポンプ）
○フウセンウオ・クリオネの展示充実

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

施設・設備の経年劣化等による老朽化。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

施設の老朽化や飼育設備の整備、雨水侵入による雨漏り等を含め、開館50周年に向け施
設・設備の改修案の検討及び策定。

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

アザラシ・ペンギン池補修工事、入口周辺外壁塗装工事、窓口一元化のフェンス設置工
事等により工事請負費11,952千円の減

達成度・効果度

実施内容

●両館放送設備一元化（7月）
●冷・温水ヘッダー更新工事（4月）
●入口看板更新工事（4月） Ａ

成果等

●入館者数　　　平成26年度　38,929人　→　平成27年度
39,373人　　前年比　　444人増　　101.14％増

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○フウセンウオの孵化・育成
○施設設備の更新

上半期

○両館放送機器一本化整備
○冷・温水ヘッダーの更新工事（4月）
○入口看板更新工事（4月）
○除湿機の設備（7月）

下半期
○旅行会社へのＰＲ（11月）
○クリオネ採取
○フウセンウオの収集

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

16,627千円 30,772千円 18,820千円 23,267千円

事業目的

　周辺海域に生息する水棲生物の生態を直に見ることができる機会と場を提供すること
により、青少年が野生動物と自然環境に対する興味と関心を更に深めていく一助とする
ことを目的として本事業を行う。

教育関係施設のリニューアル

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

水族館施設維持管理事業 科学振興課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

行動目標

○各関係機関との連携を深め、子育て運動に関連する各種事業の充実を目指す。具体的には、
ゲーム、スマホ・ネットはルールを決めることを重点とした「子育て提言」を根付かせる取組
や、子どもを見守ることの大切さや大人との関わりを学ぶ「子育て教育講演会」、全市で進める
子育てを考え合う「全市子育て交流研修会」、子育て平和の取組などを行う。

成果目標

○近年、課題とされている、ケータイ（スマホ）・ネットの学び合いを、各地区子育て連協研修
会や教育講演会、全市子育て交流研修会で推進し、「子育て提言」を市民へ浸透させる。

H26年度とH27
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

実施内容

■みんなおいでよ！親子ふれあいデー
　4/29開催、来場者数 1,500名、運営スタッフ 110名
■子ども会議
　第1回　7/16　小28　中19　計47名参加
　第2回　8/23　小15　中13　計28名参加（南中ソーラン感想交流）
■子育て教育講演会
   11/10開催、講師：汐見稔幸氏(白梅学園大学長)、520名参加
■子育て平和の取り組み
　・平和折り鶴祭り　7/30～8/14　188,920羽
　・平和記念式典　9/1　児童生徒･関係者含め 約200名参加
■全市子育て交流研修会
　2/12開催、基調報告･グループ討議、約150名参加

Ｂ

達成度・効果度

成果等

○学校においては、アンケートを通じてゲームやスマホ所持率や使用状
況の把握、全校的な目安やきまりの設定、依存症にならないための授業
を実施する取り組みが生まれてきており、保護者対象の講座が実施され
る地域も見られた。
○「みんなおいでよ！親子ふれあいデー」では1,500人の親子が参加
し、市内４地区では子どもフェスティバルが開催され、親子のふれあい
を今一度確認することができた。また子ども会議では他校との交流によ
り、児童生徒は互いに刺激を受け、新たな目標を生み出す良い機会と
なった。
○子育て教育講演会では保護者や関係者520名の参加のもと、子どもを
良く見ることの大切さや大人の関わり方の重要性を学ぶことができた。
○全市子育て交流研修会においては、基調報告で関係団体による取組実
態を学ぶと共に、グループ討議では今の子ども達の課題やそれぞれの立
場で何ができるのかを確かめ合う機会となった。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年 ・「子育て提言」を根付かせる取り組み

上半期

・みんなおいでよ！親子ふれあいデー・子ども会議
・各地区による子どもフェスティバル・子育て教育講演会
・子育て平和の取り組み（平和折り鶴祭り、子育て平和記念式典）

下半期 ・全市子育て交流研修会

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

1,359千円 1,002千円 1,026千円 1,058千円

事業目的

「子育て平和都市宣言」を具現化し、地域ぐるみの子育てが根付くように各事業を実施する。ま
た、ケータイ（スマホ）、ネットの学び合いを各地区子育て連協や教育講演会、全市子育て交流
研修会で推進する。

子育て運動の展開と青少年交流の推進

地域・家庭における教育力の向上

施策1-1-2　安全で安心な子育て環境をつくります

子育て推進事業 社会教育課
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今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

　教育講演会では、特に保護者の参加が少ない点が課題とされているとともに、子育て提言をよ
り一層市民に浸透させるためのより有効的な手段を見出すことに苦慮している。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

　教育講演会においては、周知段階に保護者に分かり易い資料を提供していくことで参加を促
し、教育講演会の内容は、本市の子育て提言に直結するものと捉えられるため、講演会への参加
促進と一体化する中で、子育て提言の浸透を図る。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

行動目標
○太田市と相互の青少年交流を実施して、子ども達に異なる地域の歴史や文化を体験を
通じて学ばせるほか、親元から離れた中で集団行動や規律の中での生活を経験させる。

成果目標
○太田市の同世代たちとの交流で友情を深めると共に、更に異なる文化に触れること
で、互いの住む街について理解を深め、自分が住む街の良さや改善すべき点などを考え
ることができる力を育む。

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

・年々、スポーツ少年団リーダー会の会員が減少しており、高校生サポーターの成り手
に苦慮している。（H27はリーダー会以外の高校生に急遽お願いして対応した）

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

　リーダー会所属の高校生の動向を早い時期から判断し、状況によっては直接、市内2
高校に協力を働きかけていく。

達成度・効果度

実施内容

○太田市フレンドシップでは、団員69人の受入を行い、稚内中央小学校
との学校交流（南中ソーラン・給食交流）をはじめ、市内見学や体験学
習を行った。なお、今年度は南中ソーラン祭全国交流祭の開催年でもあ
り、参加のためフレンドシップに同行した「風雷坊」が中央小学校の応
援をするなど、例年とは違う相互交流が行われた。
○てっぺん風の子交流団では、団員32名の派遣を行い、城西小学校やぐ
んま国際アカデミーとの学校交流をはじめ、歴史・文化学習見学や産業
見学を行うと共に、県立の自然の家に宿泊して集団行動を通じた人材の
育成を実施した。

Ａ

成果等

○受入と派遣の両事業を通じて、学校交流や直接異文化に触れて学ぶこ
とで、互いの文化や歴史・取り組みについて見識を広げることができ
た。なお、てっぺん風の子交流団では、実施後の保護者アンケートで子
ども達の成長の跡が見られるなどの具体的な成果も見られている。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年 太田市教育委員会や旅行代理店業者、その他関係機関との調整。

上半期 太田市フレンドシップ交流（8月受入）

下半期 稚内市てっぺん風の子交流（1月派遣）

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

3,470千円 3,135千円 3,338千円 3,392千円

事業目的

群馬県太田市との子ども達との交流をとおして、共に活動したりし、子ども達のコミュ
ニケーションを図るなどの協力共同を学ぶ機会の提供及び他の文化に触れ、子ども達の
見識を広める。

子育て運動の展開と青少年交流の推進

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

青少年交流体験事業 社会教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

引き続き、子どもの貧困の現状について調査・研究を進め、子どもの将来がその生まれ
育った環境に左右されないよう、関係機関と連携し、取り組んでいく必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
稚内市子どもの貧困対策本部会議及び稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議の機能
を強化し、取り組みを継続する。

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

稚内市子どもの貧困対策本部会議を3回、稚内市子どもの貧困対
策プロジェクト会議を4回開催し、本市の子どもの貧困の現状に
ついて協議を行った。

A

成果等

稚内市子どもの貧困対策市民シンポジウムを開催し、200名の市
民が参加があり、問題意識の向上が図られた。。
子どもの貧困対策に関する提言を作成し、市長へ提出した。

A

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標
稚内市教育連携会議及び稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議を設置し、本市の子
どもの貧困の現状について調査・研究を進める。

成果目標

稚内市子どもの貧困対策本部を開催し、子どもの貧困問題について協議する。
稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議において、本市の子どもの貧困の現状につい
て調査・研究を進める。
稚内市子どもの貧困市民シンポジウムを開催し、オール稚内として市民意識の醸成を図
る。

通年
稚内市子どもの貧困対策本部会議を3回開催。
稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議を4回開催。

上半期
稚内市子どもの貧困対策本部会議、稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会
議の設置及び開催。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

下半期

稚内市子どもの貧困対策本部会議、稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会
議の開催。
稚内市子どもの貧困対策市民シンポジウムの開催。
稚内市子どもの貧困対策本部会議、稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会
議からの提言書の受領。

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

7,717千円 7,321千円 9,797千円 11,162千円

事業目的

児童生徒の問題行動や悩み等に対して、適切な教育相談を行い、早期の問題解決を図
る。

子育て支援環境の充実

命の大切にする心をはぐくみます

施策1-1-1　

教育相談・不登校対策事業（子どもの貧困
問題）

学校教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

検査判定部会において、52名の検査・判定を行った。
就学支援部会において、就学前の児童及びその保護者を対象とし
て子育て応援セミナーを3回開催した。

A

成果等

検査・判定の結果、児童生徒や保護者に対して指導・助言等を行
い適切な就学につなげることができた。
子育て応援セミナーでは、小学校入学に対して疑問質問に応え、
保護者等に助言等を行い、「とても参考になった」「不安が和ら
いだ」などの意見感想が寄せられた。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

特別支援教育に携わる教員の育成を進め、専門性を高めることが必要である。
特別支援教育の充実のため、本委員会の活動を継続・充実していく必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

各幼稚園、保育所、学校との連携の充実を図りながら、本委員会の活動を展開してい
く。

通年

上半期
特別支援教育推進委員会を開催し、審議を行う。

行動目標

特別支援教育の推進に必要な事業の計画、調査及び研究。
特別支援教育への理解及び啓発。
特別な支援を要する児童及び生徒への就学指導及び支援。

成果目標

検査判定部会において、発達検査及び判定を行う。
就学支援部会において、児童生徒及びその保護者を対象に必要な指導助言等を行う。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

下半期

検査判定部会、就学支援部会において、検査判定や指導助言など必要な活動
を行った後、特別支援教育推進委員会において審議を行い、その結果を教育
委員会へ答申する。

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

329千円 191千円 223千円 291千円

事業目的

教育上特別の支援を必要とする児童生徒に対し、学習上又は生活上の困難を克服するた
めの教育に関する諸問題について調査及び審議を行う。

子育て支援環境の充実

生きる力をはぐくむ教育を充実します

施策1-2-1　

稚内市特別支援教育推進委員会運営事業 学校教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

稚内市子ども・子育て審議会等の意見を踏まえ、事業計画及び施策等の検討を行うこと
としている。

実施内容
計画の配布及び周知
子ども・子育て審議会の開催 Ｂ

成果等

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

今後、この計画に基づいて子ども・子育て支援の充実を図ることとなるが、計画内容が
現状と大幅に相違する場合は、計画中間年において見直しの検討が必要。

・事業計画書を関係機関に配布（計画書100部、概要版220部）
・計画内容について関係者に説明
・計画書をホームページに掲載
・子ども・子育て審議会の開催
　第１回　事業計画、事業実績（Ｈ26）について
　第２回　利用定員、事業実績（Ｈ27見込）、保育料の改正について

Ｂ

子ども・子育て支援計画策定が完了したため

通年
稚内市子ども・子育て支援事業計画の周知
稚内市子ども・子育て審議会の開催

上半期

下半期

0円

子ども・子育て支援事業計画については、審議会等の意見を踏まえ点検・評価を実施す
る。

・審議会による事業計画の点検・評価の実施
・事業計画の周知

子ども・子育て支援法第61条に基づき、市町村で定めることとなる「子ども・子育て支
援事業計画」を策定する。
計画期間：平成27年度～平成31年度

子育て支援環境の充実

子どもたちが健やかに生まれ育つ環境づくり

施策2-2-3　総合的な子育て支援体制の整備を促進します

子ども・子育て支援計画策定事業 こども課

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

2,157千円 2,335千円 0円

事業費（決算）
（単位：千円）

事業目的

達成度・効果度

今後の取組

行動目標

成果目標

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

家庭児童相談・母子・父子自立支援相談
要保護児童対策地域協議会の開催
母子家庭等自立支援給付の支給
講演会等の実施

A

成果等

○相談業務
　家庭児童相談件数　90件　　母子・父子自立支援員相談件数　189件
○要保護児童対策地域協議会
　総会　１回　　実務者会議　２回　　個別ケース検討会議　１２回
○ 母子自立支援給付
　教育訓練給付　２名　　技能訓練促進給付　１名
○講演会等
　児童問題講演会（11/21・300名参加）
　母子家庭等自立支援セミナー（10/17・18名参加）

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

・児童の福祉に関し、必要な実情の把握及び情報の提供を行うとともに、家庭その他か
らの相談に応じ、必要な調査及び指導を行い適切な援助を行う。
・母子・父子自立相談員を配置し、母子家庭等のさまざまな相談に応じるとともに、就
職や転職に有利となる資格・技能等の取得支援や就業支援を行う

成果目標

・家庭その他からの相談に応じ、必要な調査及び指導を行い適切な援助を行う。
・要保護児童対策地域協議会の開催（総会、実務者会議、個別ケース検討会議）
・母子・父子自立相談員による母子家庭等のさまざまな相談に応じる。
・母子家庭等に対し就職や転職に有利となる資格・技能等の取得支援や就業支援を行う
・児童問題講演会、母子家庭等自立支援セミナーの開催

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ） 上半期

稚内市児童問題連絡会総会
母子家庭等自立支援セミナーの実施

下半期
児童問題講演会の実施
児童虐待防止ＰＲの実施

通年

家庭児童相談員による家庭相談の実施
要保護児童対策地域協議会個別ケース検討会議の実施
母子・父子自立支援員による自立支援相談の実施

事業費（決算）
（単位：千円） 4,490千円 5,725千円 5,626千円 7,953千円

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

事業目的

・個々の子どもや家庭に最も効果的な援助を行い、もって子どもの福祉を図るとともに
その権利を擁護することを目的とする。
・母子家庭等の家庭の状況等に応じて就業相談を実施するとともに、生活の安定と児童
の福祉の増進を図るための相談等、母子家庭等への自立に向けた総合的な支援を行うこ
とを目的とする

子育て支援環境の充実

子どもたちが健やかに生まれ育つ環境づくり

施策2-2-3　総合的な子育て支援体制の整備を促進します

家庭児童相談・母子家庭自立支援事業 こども課
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改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

上記を踏まえ、現行の体制の強化を図りつつ、きめ細やかな相談を実施するとともに、
各種子育て支援策等の充実を図っていく。

今後の取組

要保護児童対策地域協議会個別ケース検討会議はその内容が複雑・多様化してきている
ことから、開催の回数が増加している。
また、家庭児童相談については虐待相談、母子家庭等の相談については経済的支援の相
談がそれぞれ増加傾向にある。

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

行動目標
○「学校給食地場産物提供事業」を予算化し、稚内ブランドや地域の食材を提供し、地
産地消と食育の推進を図る。
○栄養教諭による食に関する指導の充実を図る。

成果目標

○稚内ブランドや地場産物を季節に応じて提供する。
　►稚内ブランド品の提供（提供回数＝21回）
　　北の黒牛ハンバーグ・一夜干し姫ホッケ
　　宗谷糸モズク・稚内牛乳（900mℓ・200mℓ）
　　宗谷の塩・稚内ホタテシューマイ
　►地場産物の提供（提供回数＝４１回）
　　鮭・サンマ・水タコ・ホッケみりん焼・ホッケのすり身
　　ほっけメンチ・かじかすり身ボール・サバ味噌煮
　　特製フランクソーセージ・利尻昆布
　►郷土料理の提供
　　石狩鍋・ちゃんこ鍋・チャンチャン焼き・鮭のチャウダー
　　ほたてのチャウダー・宗谷の塩入パン・稚内牛乳入りパン
○各学校を巡回し、教育指導、児童生徒の個別指導、学校との連携・調整を行い、学校給食を
「生きた教材」として効果的に活用する。

達成度・効果度 実施内容

≪地場産物の取り組み≫
・本事業の予算化に伴い、稚内ブランドや地域の食材を使用し、季節に
応じた給食の提供を行うことが出来、一定程度の地産地消と食育の推進
を図ることが出来た。
・地場産物の納品に関して、地元業者との連携を円滑に行うことが出来
た。
≪栄養教諭による食に関する指導≫
・「給食だよりダイジェスト」、「給食センターだより」、「献立
表」、「栄養価表」、「みんなの学校給食」の発行や、「広報わっかな
い」「地元新聞」への記事提供等、学校給食に関する情報発信を一定程
度行うことが出来た。
・給食時間での放送原稿を配布することにより、食に関係する情報提供
の推進を図ることが出来た。
・巡回給食指導については、ほぼ学校の希望に沿った日程で調整し、訪
問することが出来た。

Ａ

上半期
・指導希望校調査、日程調整
・巡回給食指導の実施

下半期
・巡回給食指導の実施

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

新規事業

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

・給食献立作成委員会で、稚内ブランドや地場産物の選定を行う
・納品業者との連携
・季節に応じた、「稚内ブランド」、「地場産物」の提供
・「給食だより」等による情報発信
・単独給食調理校の巡回衛生点検の実施

事業目的

学校給食に稚内ブランドや地場産物の食材を取り入れることにより、食に関する指導の
「生きた教材」として活用し、子ども達が、食材を通じて地域の自然や文化、産業等に
関する理解を深めるとともに、郷土を愛する心や食への感謝の念を育むことが出来るな
どの高い教育効果を期待するとともに、地産地消の推進を図る。

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度

円 8,947千円 8,953千円 8,953千円

H27年度 H28年度（予算）

学校給食費負担半減と地産地消の取組実施

持続可能な地域社会づくり

施策0-1-4　「食」のあり方を見つめ直します

学校給食地場産物提供事業 学校給食課
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今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題
当センターは、学校給食衛生管理基準により、生の魚をさばくことや泥付の野菜を使用
することができない施設で、加工した食材でなければ調理することができません。本市
では、水産物や農産物の加工食品が非常に少なく安定した供給が困難であり、また、価
格についても比較的高価な食材が多い為、地場産物を学校給食で推進するには限界があ
る。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
給食食材納入業者に対して、安定した食材の供給、価格の据え置き、新商品の開発等の
協力体制を要請すると共に、地元食材を使用した献立の工夫を進めていく。

達成度・効果度
成果等

≪地場産物の取組≫
・延べ５２社、62品目の稚内ブランド、地元食材を使用した給食の提供
を行うことが出来た。
・学校給食に地場産物を提供することにより、学校教育における食育活
動の生きた教材として活用された。
・生産者や生産過程等を知ることにより、食べ物や地域産業への関心・
感謝の気持ちを深めるともに、教育現場と地域社会の連携を構築し、地
域の活性化にも貢献した。
・地場食材を活用した学校給食を提供したことにより、健康に配慮した
地域食文化の継承と子どもたちが生涯に渡って健全な心と身体を培い、
豊かな人間性を育む基礎を築くための学校給食として役割を果たすこと
が出来た。
≪栄養教諭による食に関する指導≫
・巡回給食指導は、延べ小学校1０校５８回、中学校５校13回、計7１
回行うことが出来たが、2名体制での学校巡回は限界がある。
・巡回指導は、各学校での評価に沿った実施のため、継続して実践が行
われる学校と単発の実践となる学校が二極化しており、今後において
は、指導内容を精査し、各学校の年間指導計画に組入れてもらうよう
に、学校への働きかけが必要。
・家庭において食育を主体的に取組めるよう、学校、幼稚園、保育所を
通じて、保護者へ食に関する情報を解りやすく提供し、家庭内での食に
対する役割の重要性について啓発するとともに、市民に対しても、学校
給食に関心を持ってもらうためホームページや広報誌等を活用し情報発
信をすることが出来た。

Ａ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

　支給基準の見直しとともに、幼稚園児への支給拡大を行ったため、平成27年度の決算
額が増加した。

達成度・効果度

実施内容

・助成基準を収入額から市民税所得割課税額77,100円以下の世帯に改
定した。
・幼稚園児にも助成制度を拡大した。
・助成基準を改定したことにより、学校に対して個別に制度説明と協力
依頼を行った他、HP・市広報・新聞等により周知の取組を強化した。
・幼稚園の助成制度は初年度となる事から、各幼稚園個別に制度内容や
申請手続き等の説明を行った。
・対象者の申請に漏れが無いよう、申請締切を延長すると共に、未申請
者調査を行い、個別に申請の取組を行った。

B

成果等

・助成基準を収入額から税額に見直しした結果、申請の簡便化を図るこ
とが出来、苦情やトラブルが１件もなく円滑に申請手続きを終えること
が出来た。
・幼稚園児に対しても助成制度を拡大した結果、120名の園児が支給対
象となった。
・8月末で申請を締め切ったが、それ以降の未申請者調査や学校への協力
依頼、戸別訪問、年度末まで申請受理等を行った結果、義務教育分では
103名が追加該当になった。
・本事業により、生活保護や準要保護を含め給食費の支援を受けている
家庭は32.08％となり、低所得者層を救済するための子育て支援とした
本事業効果は、一定程度の成果は得られたものと考える。

B

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

事業目的
　給食費の半額相当額を助成することにより、若い世代の保護者の経済的負担の軽減を
図り、学校教育の充実と子育て支援を推進する。

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）
円 10,606千円 13,306千円 15,434千円

学校給食費負担半減と地産地消の取組実施

時代に即した学校教育の推進

施策1-2-3　社会の変化に対応した教育環境を整備します

学校給食費助成事業 学校給食課

行動目標

「こども子育て支援新制度」の施行に伴い、助成基準を収入額から市民税所得割課税額
に見直し、申請時の簡便化を図ると共に、幼稚園児に対しても支給を広げる等、支給対
象者の拡大を図る。

成果目標

＜助成件数及び助成額＞
幼稚園　120人　 1,684千円
小学校　311人    7,658千円
中学校　150人　 3,964千円   　 合計　581名　13,306千円

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

上半期

・校長・担当者制度説明会開催
・幼稚園説明会開催
・制度周知活動
・申請受付開始
・申請受理、却下通知送付
・申請締切延長通知送付

下半期

・未納者への通知送付
・未申請者への通知送付
・交付決定・却下通知送付
・給食費への歳入振替処理
・H27年度給食費の清算
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今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題
申請の締め切りを８月末としているが、未申請者が多数いることが判明したため、申請
について随時呼びかけるとともに、受付窓口を年度末まで開設しなければならない。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
子育て支援の更なる充実を図り、現行制度で今後も継続する。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

　市内からは全ての幼稚園・保育所、全小中学校が参加するイベントに定着したが、市
外からの参加団体は、日程の都合や旅費の関係で前回と比較すると参加団体が減少して
いる。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

　早目に日程を決定して周知するほか、旅費についてもある程度予算措置をしながら、
企業等から協賛金を募ることも視野に入れて計画を立てる。

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

■南中ソーラン全国交流祭in稚内2015
○開催日時：平成27年8月22日（土）13：00～18：30
○会　　場：北防波堤ドーム公園イベント広場
○参加団体：合計  27団体　1,573人（引率282人）
■写真展
○開催日時：平成27年12月16日（水）～ 12月23日（祝・水）
○会　　場：稚内市立図書館ロビー
■記録用DVD上映会
○開催日時：平成27年12月23日（祝水）
○会　　場：稚内市立図書館多目的室
○来場者数： 約30名

A

成果等

市外から５団体、市内からは幼稚園や小中学校を中心に22団体が参加す
るとともに、市内の高校生・大学生ボランティアも司会者や舞台運営の
補助として加わり、幼児から大学生まで幅広い年齢層における取り組み
として実施することができた。更に、群馬県太田市からのフレンドシッ
プ団員も、市内学校との交流で練習した南中ソーランを最後の全員ソー
ランで一緒に踊るなど、市外からの参加団体も加わり、南中ソーランに
取り組む地域・団体での交流が行われた。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標
「南中ソーラン全国交流祭in稚内2015」の開催及び関連事業の実施

成果目標

「子育て運動」のまち稚内で誕生し、全国各地で踊られている南中ソーランの全国交流
祭を開催し、ここ稚内から全国に向け「生きる力」や「元気」を発信すると共に、明る
く元気な子育てのまちづくりを推進する。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年 開催に向けた実行委員会の開催及び関係団体との調整

上半期

６月：各関係団体への開催案内、参加申込開始
７月：参加団体からの要望とりまとめ
８月上旬：プログラム、大会冊子の完成
８月22日：南中ソーラン全国交流祭in稚内2015開催

下半期
11月：実行委員会の開催（反省等含む）
12月：記録用DVD上映会、写真展の実施

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

千円 千円 4,959千円 千円

事業目的
全国から南中ソーランに取り組む団体を募集して、北防波堤ドーム公園を舞台に「南中
ソーラン全国交流祭」を開催すると共に、関連事業として写真展や記録用ＤＶＤ上映会
を実施し、南中ソーランをはじめとする郷土芸能の普及発展に努める。

文化振興と郷土芸能の推進

持続可能な地域社会づくり

施策0-1-1　まちににぎわいを取り戻します

南中ソーラン全国交流祭開催事業 社会教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題
・平成20年度を境に演劇や伝統芸能に関する公演がほどんどなくなり、平成23年度か
ら平成27年度にかけて演歌の公演が多くなったため、より多彩な舞台芸術に触れる機会
を提供できるよう検討する必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
・来場者の数、世代について十分勘案しながら様々な公演企画の情報収集を行い、大都
市圏に集中し発展する文化を稚内に持ち込めるように働きかける。

達成度・効果度

実施内容

○稚内総合文化センターにおいて演歌、民謡、津軽三味線、和太鼓によ
る「新春スペシャルコンサート」を開催した。
○津軽三味線、和太鼓のアウトリーチを行った。
○（公財）北海道文化財団が主催する舞台芸術情報提供事業（年２回）
に参加した。

Ｂ

成果等

○本公演は750名が来場し、アンケート結果によると来場者は61歳以上
が大半を占め、「色々なジャンルを聞けて最高だった」「パワーをも
らった」等の感想を得た。
○２日間にわたり、文化センターから距離が離れているへき地の小中学
校４校（うち３校は合同開催）において津軽三味線と和太鼓のアウト
リーチを実施した。
○その他、広報活動の一環としてキタカラにおいて津軽三味線と和太鼓
のミニライブを実施し、集客効果に寄与しただけでなく、普段文化セン
ターに来られないグループホームに住む高齢者の芸術鑑賞機会を提供で
きた。

行動目標
○過去の公演実績や稚内総合文化センターの利用状況を鑑み、多彩な舞台芸術に触れる
機会を提供する。

成果目標

○演歌、民謡、津軽三味線、和太鼓によるコンサートの実施
○津軽三味線、和太鼓公演のアウトリーチの実施
○翌年度の事業計画の立案

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

・企画会社との連絡、調整事務
・各種メディアを通した広報活動の実施
・公演企画に関する情報収集

上半期

下半期

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

2,700千円 2,700千円 2,700千円 2,700千円

事業目的

　地域に根差した国際色豊かな文化都市「稚内」を目指すため、舞台芸術の鑑賞機会を
提供するとともに、稚内総合文化センターの利用促進に努める。

文化振興と郷土芸能の推進

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-2　芸術・文化活動を普及・推進します

稚内市文化事業振興協議会事業費補助事業 教育総務課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的
　第8次稚内市社会教育中期計画に基づき、子どもからお年寄りまで幅広い年齢層に対して、各種
社会教育事業を提供する。

生涯教育の推進と支援

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

社会教育推進事業 社会教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

1,912千円 1,819千円 1,869千円 1,953千円

行動目標

小学生対象の休暇を利用した「やさいクラブ」や「子どものひろば」、生涯学習推進アドバイ
ザーによる「出前講座」、主に成人やシニア世代を対象とする「稚内学」、更に東京稚内との共
催により中高生を対象とする「ふるさと・子ども夢プロジェクト」を主な事業として、あらゆる
世代に対する学習機会の場を提供する。

成果目標

・やさいクラブでは、子ども達が保護者と共に、直接畑作業に携わることで食物を育てることの
大変さやありがたさを実感してもらえるよう努め、子どものひろばでは、季節に応じた野外体験
や、長期休業を利用した自由研究などの学習機会を設ける。
・出前講座では、生涯学習推進アドバイザーを有効に活用し、地域・サークルからの要望に応じ
て、普段経験できない学習メニューを市民に対して提供していく。
・稚内学では、本市の歴史や自然、人物、文化など色々なことを学ぶことにより、「稚内」の新
たな魅力を発見すると共に、ふるさとに対する誇りや『まちづくり』につながる郷土愛を育む。
・稚内に縁がある各界で活躍する経験豊かな先輩達を講師に、中高生に課外授業と講師との対話
を通して、生徒が夢と希望をもって自分の将来や進路を考える機会とする。
※その他、人材バンクの更新作業を行い、市民への学習機会提供の幅を広げる。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
・出前講座の受付・実施
・サークルや市民活動団体の情報把握

上半期

・やさいクラブ開園、活動開始
・（前期）稚内学の開始
・子どものひろば（春･夏季関係）の開催

下半期

・やさいクラブ閉園
・（後期）稚内学開始
・「ふるさと・子ども夢プロジェクト」の開催
・子どものひろば（冬季関係）の開催

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

■やさいクラブ
　活動日：11回、参加者：18組 73人 延べ556人
　※指定の活動日以外も含めると、延べ1,080人が作業を行った。
■子どものひろば
　・春の野山を体験しよう　5/30開催、34名参加(児･保含む)
　・夏だ！海だ！チビッ子大集合　7/18開催、34名参加(児･保含む)
　・夏休み自由研究 7/26･28、8/5･6開催、12講座101名参加(児･
保含む)
　・冬休み自由研究 12/26･1/7･8開催、11講座86名参加(児･保含
む)
■出前講座
　８団体へ実施、参加者延べ 221名
■稚内学（前･後期）
　全18講座開催、参加者延べ 391名
■ふるさと・子ども夢プロジェクト
　講師：德田正満氏（光ファイバを初めて実用化）
　会場：稚中･南中･稚高･大谷の４校で実施、延べ 810名に講演

B
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達成度・効果度

成果等

・やさいクラブでは、子ども達が畑作業を実体験して食べ物を大切にし
ようとする心を育み、子どものひろばでは野外学習や自由研究の講座な
どで、普段とは違った学習機会を提供し、子ども達の感受性や技能の幅
を広げることができた。
・稚内学では市内外の専門家を講師に迎え、専門的な講座の実施はもち
ろん、座学に留まらずﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸやﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを実施するなど工夫を加え、
自分たちが住む稚内に対する関心を深めることができた。
・出前講座では市民ニーズに応じた各種講座を提供したほか、「ふるさ
と・子ども夢プロジェクト」でも科学技術の著名人による体験談などを
通じて、中高生の夢や将来を考える良い機会を提供することができた。

B

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

　各種社会教育事業を展開するにあたり、各分野の技術を有する人材の確保が課題。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

　人材バンクの充実はもちろんだが、少ない人材の有効活用に向け、各教育関係機関に点在する
有識者の連携を図ることで相乗効果を生み出す取り組みも検討していく。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

○この計画に基づいて、子どもの読書環境の改善に取組む必要がある、それには幼いこ
ろから読み聞かせや家族で本に親しむ習慣を身に着けることが課題
○家読（うちどく）の取組が必要

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
○図書館展示スペースに親子で読める本の紹介企画
○家読の大切さを掲載したパンフレットの作成
○入りやすい図書館環境の構築
○図書通帳の実施

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

達成度・効果度

実施内容
子どもの読書活動推進会議を開催し、５月に実施したアンケート調査を
踏まえ委員と協議し素案を作成 Ｂ

成果等

第一次計画の基本的な考え方を継承・発展させるとともに、アンケート
調査の結果などを反映し、実情にあった計画を策定することができた。

事業目的

子どもの自主的な読書活動を促進するためには、図書館・家庭・地域・学校などの役割
を明確にするとともに、関係機関や団体などと連携し、様々な取組を推進するため、
「第二次稚内市子どもの読書活動推進計画」を策定する

生涯教育の推進と支援

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

図書館活動事業 図書館

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

13996千円 13,094千円 12,995千円 14,099千円

行動目標
○子どもの読書活動推進会議で素案を作成
○素案に基づき稚内市図書館協議会へ諮問し答申を受ける

成果目標

平成27年5月　アンケート調査（小中学生、小中学校、幼稚園、保育所）
平成27年9月　子どもの読書活動推進会議の開催
平成28年2月　素案を基に稚内市図書館協議会へ諮問
平成28年3月　稚内市図書館協議会から答申
平成28年3月　パブリックコメントを実施
平成28年4月　部長会議にて計画内容を報告

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

上半期
○小中学生・小中学校・幼稚園・保育所にアンケート調査

下半期

○計画の素案を作成
○図書館協議会に諮問
○図書館協議会から答申
○パブリックコメントを実施
○計画の決定
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題
市民ボランティアや受け入れ態勢の確立、各関係機関の許可・協力が必要不可欠であ
る。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
検討委員会で各関係団体と協議、調整を図るとともに、市民ボランティアについても高
校などの学生に協力をいただき確保を進めていく。

事業目的

日本最北端の魅力や地域の特性を活かした全国に発信できるスポーツイベント（フルマ
ラソン大会）を実施し、市民の健康・体力づくりの推進や交流人口の増加を図る。

生涯教育の推進と支援

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-3　生涯スポーツを推進します

平和マラソン・平和駅伝開催事業 社会教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

2,579千円 1,544千円 1,552千円 4,426千円

行動目標
○ハーフマラソン等開催市町村を訪問し、実施状況を調査する。
○フルマラソン大会開催に向けて関係機関と検討委員会を設立する。

成果目標

○ハーフマラソン等開催市町村の実施状況調査（平成２７年１０月）
○フルマラソン大会開催に向けた検討委員会の設立（平成２８年２月）

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○ハーフマラソン等開催市町村の実施状況調査
○フルマラソン大会開催に向けた検討委員会の設立

上半期

下半期

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

○平成２７年１０月美瑛町、士別市を訪問しハーフマラソン大会等の実
施状況を調査した。
○平成３０年度フルマラソン大会開催に向けて、平成２８年２月検討委
員会を設立した。

A

成果等

○平成３０年度フルマラソン大会開催を目指し、平成２８年２月検討委
員会を設立し、関係機関と懸案事項の解決に向け協議を実施した。

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

Ｂ
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

H26年度とH27年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

○今年度４月よりスタートした新教育委員会制度の中で、新たに総合教
育会議が設置され、2回会議を開催した。
○スタート１年目ということで、会議を円滑に運営していくための運営
要綱を定め、教育、文化、人材育成等、本市における最上位計画である
「第４次稚内市総合計画後期基本計画」における教育分野の施策を基本
としながら、「家庭教育」、「学校教育」、「社会教育」の３つの視点
から基本方針を示した「教育大綱」を策定した。

Ｂ

成果等

○これまでも市長と教育委員との懇談で意見交換は行ってきたが、総合
教育会議の設置が義務づけされることで、より密に市長の教育行政に関
する基本的な方向性や考え方を教育委員会と確認することができ、連携
した教育行政の推進を図ることができた。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

事業目的

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正」に伴い、総合教育会議の設
置、教育大綱の策定を行う。

地方教育行政の推進

時代に即した地方教育環境の推進

施策1　

新教育委員会制度事業 教育総務課

事業費（決算）
（単位：千円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度（予算）

0千円 0千円 0千円 0千円

行動目標
○総合教育会議の実施
○教育大綱の策定

上半期

○第１回稚内市総合教育会議
・稚内市総合教育会議運営要綱（案）について
・稚内市教育大綱（案）について

成果目標

○必要に応じて総合教育会議を実施する。
○教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策について、その目標や施策の根本と
なる「教育大綱」を策定し、市長の教育行政に関する基本的な方向性や考え方を教育委
員会と確認しながら、連携して教育行政の推進を図る。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

下半期

○第２回稚内市総合教育会議
・稚内市教育大綱の策定について
・新年度の重点施策について

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

今後の取組

　総合教育会議を開催するにあたって、会議内容により開催時期のタイミングを考えていく必要
がある。
　また、現在は事務局を首長から教育委員会事務局に補助執行させる形で進めているが、今後、
首長部局が担当して進めることになった場合、市長と教育委員の日程調整、会議内容の精査等、
スムーズな連携体制を図れるかどうかが課題として挙げられる。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
　総合教育会議における市長との連携を強化することが必要であり、そのためのには首長部局と
の連携体制を図る取組を考えていきたい。
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Ⅳ 学識経験者の意見 

 

【 安藤 友晴 氏 】 （稚内北星学園大学 情報メディア学部学部長） 

 

１  総 評 

 稚内市教育委員会による平成 27 年度稚内市教育委員会活動状況及び点検・評価に対

し、妥当であると結論する。 

 稚内市教育委員会の活動状況については、教育委員会会議および総合教育会議は適切

な時期に適正に開催され、必要な議決がなされていると判断できる。また教育委員が教

育現場の状況を理解し、職務遂行に必要な知識の習得するよう尽力していると判断でき

る。 

 稚内市教育委員会による評価が行われた 20 事業については、適正な自己評価がなさ

れていると判断できる。 

 以上により、平成 27 年度稚内市教育委員会活動状況及び点検・評価が妥当であると

結論した。 

 平成 27年度における教育委員および関係各位のご尽力に敬意を表したい。引き続き、

「家庭教育」「学校教育」「社会教育」の個々を充実させるとともに相互の連携をはかり、

社会の発展に資することを期待したい。 

 

２  意 見 

（１）教育委員会の活動状況について 

 平成 27年度は、教育委員会会議は定例会と臨時会を含め 13回開催されている。また

当該年度に新設された総合教育会議は 2回開催されている。これらの会議は定期的に開

催され、諸課題についての審議もしくは報告が適切になされていると判断できる。 

 教育委員にとって、必要な知識を有し、教育現場の現状を理解することは職務遂行の

上での前提条件である。平成 27 年度には、教育委員は 5 校の学校視察訪問を行ってい

る。その他の活動として、教育委員は研修会の参加や他の自治体の教育委員会との意見

交換を通して、職務遂行に必要な知識の習得に努めている。また学校行事への参加など、

教育現場の状況に理解を深める活動を行っている。このように、知識獲得と現状理解に

関わる取り組みは適切になされていると判断できる。 
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（２）事業に対することについて 

 20事業のうち、7事業について意見を述べる。 

 ① 放課後学力グングン塾開催事業について 

６割の児童が参加し、半数以上の児童が「今までわからなかったことがよくわかる

ようになった。」と回答したことは大変喜ばしいことである。このため、本事業は児童

の学力向上に貢献していると判断できる。今後は、本事業に参加した児童の学習習慣

の継続と、不参加となっている児童の参加を促す工夫を期待したい。本事業では稚内

北星学園大学で教職を志望している学生も指導助手を務めており、本学としても今後

も主体的に関わっていきたいと考えている。 

 ② 体育施設整備事業について 

全市的に関心が高まっている事業である。 

整備に向けて充分な議論が尽くされることを期待している。その際、新施設を市民

がスポーツに親しむ場として考えることは当然のことながら重要であるが、新施設で

大規模なスポーツイベントを実施することで、本市の広報や観光事業においてどのよ

うな波及効果が表れるのか、併せて試算していただきたい。 

 ③ 青少年科学館管理運営事業及び水族館施設維持管理事業について 

これらの事業は、市民、とりわけ児童生徒の科学への関心を高めることに資するも

のである。施設が老朽化していくなかで、科学館・水族館の一元化や展示方法の見直

しによって、入館者数が増加したことは評価できる。今後は、施設の改修計画を進め

るとともに、展示方法の一層の見直しを検討していただきたい。例えば、市立図書館

に所蔵している資料と連動した展示など、他の社会教育施設との連携が考えられる。

稚内北星学園大学では、平成 27年度から実施している「水族館多言語化プロジェクト」

によって、水族館の観光施設化を促進していきたいと考えている。 

 ④ 子育て推進事業について 

スマホやネットの利用について、利用の目安やきまりの設定といった成果が見られ

ることは評価できる。一方で、児童生徒は今後の人生の中でスマホやネットを使用す

ることは避けられないことであろう。そのため、ネットやスマホの利用を「避ける」

「減らす」だけでなく「安全に使う」「有効に活用する」といった視点からの指導を増

やす必要があると思われる。 

 ⑤ 学校給食地場産物提供事業について 

児童生徒が地域社会について学ぶうえで、食育は有効な手段であると考えられる。
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そのため、本事業は極めて有効性が高いと評価できる。給食センターには加工した食

材でなければ調理できないという制約があるものの、今後も引き続き実施していただ

きたい。また、給食で提供された食材および関連する産業に関して調べ学習を行うな

どの授業展開を組み合わせることで、さらに充実した事業に発展しうると思われる。 

 ⑥ 社会教育推進事業について 

課題として「各種社会教育事業を展開するにあたり、各分野の技術を有する人材の

確保が課題」が挙げられている。この点については、産業界から人材を募ってはいか

がか。稚内北星学園大学では地域社会で活躍している人を授業に招き、ゲストスピー

カーとして現場での体験を語ってもらうことが多い。現場での実体験に裏打ちされて

いる彼らの話はとても興味深く、学生からの評価も上々である。本市においても、「稚

内学」のような枠組みで、産業界の現場の話を聴くような講座があれば、市民の産業

に関する理解が深まり、そのことがまちづくりに繋がっていくものと思われる。 

 ⑦ 図書館活動事業について 

子どもの読書活動の推進に関わる事業が進んでいることは評価できる。従来から本

市では、学校図書館協力員制度など、児童生徒の学習と図書館を結びつける活動が盛

んであるが、前述のような他事業との連携を含め、より一層の充実を求めたい。 

 

 

【 鎌田 正之 氏 】 （稚内市校長会 会長） 

 

１ 総 評 

平成２７年度は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部を改正する法

律が施行され、新たな教育委員会制度がスタートする年となり、稚内市において市長と

教育委員会が重要施策などについて協議・調整する「総合教育会議」が設置された。そ

れにより、定例会・臨時会に加え総合教育会議を２回実施し、１２月に「稚内市教育大

綱」を制定に至った。 

「稚内市教育大綱」は、「地域・家庭における教育力の向上」「時代に即した学校教育

の推進」「活気あふれる学びの場づくり（社会教育）」を３つの柱とし、重点施策を「子

育て運動を基本とした家庭・地域・学校の『連携』と『協働』による地域教育の推進」

「子どもたちの将来に夢と希望を与える学校教育の推進」「子育て運動を活かした生涯

学習の推進」とし、これまでの稚内の教育の基盤である子育て運動を充実させながら今
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日的な教育課題解決をめざすものとしている。そして、その具現化として、「子どもの

貧困対策の推進」「幼保・小・中・高・大の連携による稚内らしい『学びの連続性』の

充実」「『つながり』を保ち、『人づくり』・『地域づくり』を推進」などを示しているが、

これらのことは、稚内市民がこぞって期待するものであり、そうした方針を確立したこ

とに敬意を表したい。 

「稚内市教育大綱」は、平成２８年から平成３０年までの３年間で、これらの重点施

策の実現をめざすことになるが、「子どもの貧困対策」など現代的な課題は「まちづく

り」の課題である。課題解決のためには、「教育連携」を築き太くすることと共に「子

育て運動」に対する市民の参加の拡大などすべての市民の関わり・協働、そして教育条

件の充実が必要であると考える。 

平成２７年度取り組みの評価は、そのスタートである。稚内が、どんな養育環境の子

でも育つまち、将来に夢と希望をもてるまち、つながりがあり生きがいをもって育ちあ

うまちになるために、市民の共通理解を進めること、教育環境のより一層の充実をめざ

すことに、教育委員会の引き続く努力とイニシアチブの発揮を期待したい。 

 

２．事業の点検・評価に対する意見 

① 学力向上対策事業について 

「放課後学力グングン塾事業」について市内４小学校で実施し、「夏・冬休みグング

ン塾」、５年生「春休みグングン塾」も計画にのっとって行った。その結果、参加した

３年生の７６％が「わからなかったことがよくわかるようになった」と感じるように

なったこと、標準学力テストにおいて４年生が前年度よりも正答率をあげるという成

果を果たしていることから取組の効果性があったものととらえる。なお、「放課後学力

グングン塾」は、その出発から子どもの貧困対策の一環として生まれたものとおさえ

ている。今後は、そうした点がより充実するために、在り方に関わる工夫改善につい

て検討事項としてはどうか。 

② 教育関係施設整備の取組について 

「子どもたちが健やかに生まれ育つ環境づくり」をめざし、「南地区多機能型コミュ

ニティ施設」の建設を行った。完成及びオープンは、平成２８年度に繰り越しとなっ

たが、地域、子どもや家庭、学校も待望する、コミュニティ活動や子育て支援を促進

する拠点が建設されたことは大いに評価できる。この施設の有効活用により、南地区

の子育て運動がいっそう展開されることが期待される。 
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 今後、周辺整備も含め、地域に喜ばれる手立てを進めるべきと考える。 

稚内南小学校改築については、平成２８年度からの着工に向け着実な準備が進めら

れたことは評価できる。財政的な課題はあると思われるが、児童・教職員・保護者・

地域の願いや要望がより反映された設計になるよう最善を尽くすべきである。また、

老朽化が進んでいる校舎・体育館は市内にまだ残されている。安全のため、実情に応

じた営繕や改修にも今後配慮すべきと考える。 

③ 子育て運動の展開と青少年交流の推進について 

「地域・家庭における教育力の向上」をねらった「親子ふれあいデー」「子育て教育

講演会」「全市子育て交流研修会」等の事業に成果が認められたことが評価できる。昨

年度、喫緊の課題として「子どもをゲーム・ネット・スマホ依存症にさせない取組を」

という意見をあげたが、「子育て教育講演会」において「子どもに対する大人の関わり

方の重要性」について多くの保護者が共に学ぶ機会をつくったこと、「全市子育て交流

研修会」において「ネット・スマホ・ゲーム」と関わる幼保・小・中・高の各教育機

関における取組を交流するなどしたことは貴重なことであったと考える。子どもの健

全育成、「生きる力」の形成には、学校だけでなく家庭の教育力、地域の子育て力が必

要である。そうした力を高めるための意図的な手立てを今後も工夫すること、子ども

の貧困対策という観点からも子育て運動に関わる事業にいっそう多くの市民の参加を

かちとるよう努めてもらいたい。 

④ 子育て支援環境の充実について 

特に、子どもの貧困対策に関わって、対策会議を設置し、調査研究を進めるなどの

事業は、現在の状況にかなった貴重な取組であった。「提言」をまとめたこと、市民シ

ンポジウムに２００名の市民の参加を得て現状についての共有や問題意識の向上意識

が図られるなど、取組の成果がＡ評価となったことは素晴らしいことである。子ども

の貧困対策については、「まちづくりの課題」とおさえられたので、発信や協力要請に

努め、なおいっそう地域ぐるみ・市民ぐるみのものになるよう取組を進めてもらいた

い。 

⑤ 学校給食関連について 

「学校給食費助成事業」について、支給率が前年度を上回り、低所得者層を救済す

る子育て支援のひとつとして一定程度の成果が見られるものの、申請者すべてに対し

て助成されるわけではない状況から判断すると、「Ｂ評価」としたことは妥当と考える。

幼稚園児に対しても支給を拡大できたこと、手続等に関わって苦情やトラブルが１件
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もなかったことは評価できる。「学校給食地場産物提供事業」も地産地消と食に関する

指導が図られたとして「Ａ評価」となっていることも評価できる。やや残念なことは、

施設設備上、現状以上の地場産物の利用ができないことである。１次産業がさかんな

稚内において、安心安全な地場産物の利用がいっそう進むよう、将来的な給食センタ

ーの施設設備の充実を期待したい。 

⑥ 生涯教育の推進と支援について 

「図書館活動事業」について実施内容と成果については「Ｂ評価」となっていて、

その評価については妥当であると考える。「家庭で本に親しむ習慣を身につけることが

課題」「家読（うちどく）の取組が必要」とされている。このことは、「図書館活動事

業」について「生涯学習の推進と支援」という観点で見たとき、本来的なねらいがま

だまだ達成できていないとも言える。このことは、ひとり図書館だけで達成できるも

のではないが、子どもも大人も読書に親しむ地域づくりをめざして、課題解決に直結

するような、より有効な「改善策」を是非とも練り上げていただきたい。また、読書

習慣と学力の相関関係も明らかになっている。市立図書館の活動充実と併せて学校図

書の充実、学校図書室利用促進に大いに役立っている図書館協力員の継続配置が必要

と考える。 
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